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    ロシア経済の落ち込みは不可避も、マイナス幅は幾分緩やかか 

   

        公益財団法人  国際通貨研究所  

        経済調査部 研究員 小宮 佳菜  

 

ロシアの 2022 年 1-3 月期の実質 GDP 成長率は前年比+3.5％と前期（同+5.0％）から

伸びが低下した（第 1 図）。2 月末のウクライナへの軍事侵攻に対し、3 月以降は欧米等

の経済制裁が実施されたことから、その影響が注目されるが、1-3 月期の成長率にはさ

ほど大きな影響はみられない。需要項目は未発表のため、3 月以降の動向を月次の経済

指標でみてみる。 

第 1 図：実質 GDP 成長率の推移 

 

まず、個人消費について、直近の小売売上高の推移をみると、3 月は制裁の影響とイ

ンフレ加速への警戒感から食料品を中心に買いだめ需要が高まり、前年比プラスを維持

したものの、4 月はその反動とマインド悪化を受けて前年比▲9.7％と大きく落ち込んだ

（第 2 図）。5 月の新車販売台数も前年比▲83.5％となっている（第 3 図）。新車販売台

数の大幅減には、前年の急速な伸びからの反動があるものの、経済制裁に伴う部品不足

の影響も大きく、コロナ禍前の 2019 年月平均の 5 分の 1 以下の水準となった。足元の

消費急減の背景には、外資企業の撤退や各国の禁輸措置に伴う供給不足が相応に大きい

とみられる。 

鉱工業生産指数をみると、2021 年 4 月以降、前年比プラスを維持していたが、2022
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年 4 月に前年比マイナスに転じた（第 4 図）。製造業が 3 月からマイナス幅を広げ、前

年比▲8.5％となったほか、原油価格の高騰で好調だった鉱業も制裁の影響で生産が縮

小し、前年比▲10％と大きく落ち込んだ。 

第 2 図：小売売上高の推移 第 3 図：新車販売台数の推移 

 

 

 

第 4 図：鉱工業生産指数の推移 

 

一方、企業マインドはウクライナ侵攻後、急速に悪化した後、足元では幾分持ち直し

の動きがみられる。5 月の製造業 PMI は 4 ヶ月ぶりに好不況の分かれ目の 50 を上回っ

た（第 5 図）。仕入価格の上昇が緩やかになるなか、生産・新規受注・雇用などの落ち

込みが緩和された。また、5 月のサービス業 PMI も、3 ヶ月連続で 50 を下回ったもの

の下げ幅は縮小した（同図）。この間、生産者物価は上昇ペースが大きく低下した一方、

消費者物価は前年比+17％台と高い水準が続いている（第 6 図）。 
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第 5 図：製造業・サービス業 PMI の推移 第 6 図：生産者・消費者物価上昇率の推移 

  

 このように、ロシア経済はウクライナ侵攻に伴う主要国による経済制裁の強化を受け、

消費や生産が 4 月以降、急激に落ち込んでいる一方で、企業景況感の悪化には歯止めが

かかりつつあるなど、経済の急収縮という状況には至っていないようである。この間、

外需については、1-5 月（累計）には資源高による輸出拡大と輸入減少から貿易黒字が

急拡大しており、経済制裁の影響で海外からの物資の調達が困難になるなか、輸出維持

と輸入急減が成長を下支えしている構図とみられる。6 月 8 日に OECD が発表した経済

見通しでは、2022 年のロシアの実質 GDP 成長率は前年比▲10％まで落ち込むとの見方

が示されたが、上述した足元の経済指標をみる限り、今後、大幅なマイナス成長が続く

かどうかはやや不透明な状況にあると言えよう。 
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